
（別紙3-2）介護給付費算定に係る体制等に関する届出書・
（別紙1-1-2）介護給付費算定に係る体制等状況一覧表

以外の必要資料

特別地域加算 □ １ なし □ ２ あり なし

特定事業所集中減算 □ １ なし □ ２ あり ①特定事業所集中減算判定様式

特定事業所加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ □ ４ 加算Ⅲ □ ５ 加算Ａ

【加算Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ】（別紙36）特定事業所加算Ⅰ～Ⅲ・特定事業所医療介護連携加算・タ－ミナルケアマネジメント加算に係る届出書
　 【加算Ａ】 　（別紙36-2）特定事業所加算Ａに係る届出書
①（標準様式1）従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表
②主任介護支援専門員の研修の修了証(写)
③介護支援専門員証の写し
④利用者情報・サ－ビス提供上の留意事項等の伝達を目的とした会議の定期的な開催を確認できる資料
⑤24時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対応する体制を確保している事が確認できる書類
⑥介護支援専門員についての研修計画（具体的な研修の目標、内容等を含むもの）
⑦地域包括支援センタ－から支援が困難な事例を紹介された場合においても、当該支援が困難な事例に係る者に指定居宅介護支援を提供している
　ことが確認できる書類
⑧家族に対する介護等を日常的に行っている児童や、障害者、生活困窮者、難病患者等、高齢者以外の対象者への支援に関する知識等に関する
　事例検討会、研修等に参加していることが確認できる資料
⑨特定事業所集中減算判定様式
⑩介護支援専門員１人当たりの担当利用者数が45名未満（居宅介護支援費（Ⅱ）を算定している場合は50名未満）であることが確認できる資料
⑪介護支援専門員実務研修における科目「ケアマネジメントの基礎技術に関する実習」等に協力又は協力体制を確保していることが確認できる資料
⑫他法人が運営する指定居宅介護支援事業所と共同で事例検討会、研修会等を実施していることが確認できる資料
※⑤・⑥・⑪・⑫：加算Ａにおいて、連携している場合は連携して実施していることが分かる書類
【加算Ⅰ】利用者の総数のうち、要介護３、要介護４又は要介護５である者の占める割合が40％以上であることが確認できる資料

特定事業所医療介護連携加算 □ １ なし □ ２ あり

①（別紙36）特定事業所加算Ⅰ～Ⅲ・特定事業所医療介護連携加算・タ－ミナルケアマネジメント加算に係る届出書
②退院・退所加算の算定に係る病院又は診療所等との連携回数の合計が年間35回以上であることが確認できる資料
③タ－ミナルケアマネジメント加算を年間１５回以上(※)算定していることが確認できる資料
　※令和７年３月31日までの間は５回以上、令和７年４月１日から令和８年３月31日までの間は令和６年３月における算定回数に３を乗じた数に
　　令和６年４月から令和７年２月までの間における算定回数を加えた数が15以上。

ターミナルケアマネジメント加算 □ １ なし □ ２ あり
①（別紙36）特定事業所加算Ⅰ～Ⅲ・特定事業所医療介護連携加算・タ－ミナルケアマネジメント加算に係る届出書
②24時間常時連絡できる体制を整備していることが確認できる書類

特別地域加算 □ １ なし □ ２ あり なし

なし

46
介護予防支援

居宅介護支援事業者

□ １　非該当 □ ２　該当 なし

中山間地域等における小規模事業所
加算（規模に関する状況）

□ １　非該当 □ ２　該当

①ケアプランデ－タ連携システムを利用していることが確認できる書類
②（標準様式1）従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表

43 居宅介護支援

46
介護予防支援

地域包括支援センター

居宅介護支援・介護予防支援　加算届出にかかる添付書類一覧

提供サービス

ケアプランデータ連携システムの活
用及び事務職員の配置の体制

□

なし

なし

そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等

１ なし

中山間地域等における小規模事業所
加算（地域に関する状況）

□ １　非該当 □ ２　該当

２ あり

□ １　非該当 □ ２　該当

□

中山間地域等における小規模事業所
加算（地域に関する状況）

中山間地域等における小規模事業所
加算（規模に関する状況）
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